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運輸司令所
安全で円滑な列車運行を支える
　すべての列車が安全に、そしてダイヤどおりに運行できるよう、全線の運行状況
をリアルタイムに管理しているのが「運輸司令所」です。ここでは、乗務員や駅係員

行管理システム）」を駆使し、運行管理を行っています。　　
　また、列車の遅延が発生した際には、ダイヤの乱れが他の列車に波及しないよう、遅

が発生、もしくは発生の恐れがあるときなどは、対策本部としての機能を果たし、乗務
員や関係職場と情報連絡を行うなど、24時間体制で安全・安定運行を支えています。

電気システム管理所
電気司令所

運輸司令所
電車区
車掌区
検車区・工場

運転車両部

電気部

電車区・車掌区
安全な列車運行は「一つひとつの確認作業」から
　列車には、進路の安全や信号などを確認し列車を操縦
する「運転士」と、車内アナウンスのほか、お客さまの乗降
の安全を確認し扉の開閉を行う「車掌」が乗務しています。
　また、お客さまにご乗車いただく前に、車庫や駅ホー
ムなどで、ブレーキの状態や扉の開閉動作、乗務員室に
あるスイッチ類がすべて正しい位置になっているかな
どの点検作業も、乗務員が行っています。
　これら乗務員が行う多くの確認作業の上で、列車の運
行は成り立っており、安全・安定輸送のために、さまざま
な点に注意をしながら業務に努めています。

検車区・工場
地道な車両整備が支える安全
　すべての車両が毎日安全・確実に運行できるよう、
入念な保守点検を行い、良好な状態に保つのが「検車
区」です。検車区では、機器・装置ごとのエキスパート
で編成されたチームが、早朝から深夜まで、日々厳正
な点検を行っています。
　また、こうした検車区での日常的な車両整備に加
え、「大野工場」において、大掛かりな定期検査を行っ
ています。モーターや台車、ブレーキ装置などの主要
な装置を検査する「重要部検査」、車両全般にわたって

小さな部品まで細かく
チェックする「全般検
査」など、年間約300
両を検査し、検車区と
ともに小田急線の日々
の安全を力強くバック
アップしています。

電気システム管理所
電力・運転保安設備の整備
　「電気システム管理所」では、変電所や架線（電車線）といっ
た電力設備をはじめ、信号機や踏切、さらにはATS（自動列車
停止装置）など、安全を司る運転保安設備が安全・確実に機能
するよう、日夜、保守点検を実施しています。
　中でも架線は列車のパンタグラフと接触し磨耗するため、
そのまま放置すると断線してしまう恐れがあります。このた
め、架線の状態を定期的に点検し、必要に応じて終電後に張替
え作業を実施しています。また各種の運転保安設備について
も、細かな箇所まで入念に点検し、早めの部品交換を行うなど、
事故の未然防止に努め、安全な列車運行を支えています。

❺安全を支える職場の業務

各部署が連携して
安全を支えます





OM-ATS（小田急型自動列車停止装置）

曲線でのATS　急曲線での速度超過防止対策の一例

75km/h

45km/h

25km/h

カーブ

ATS地上子（信号情報の送信機） 信号機

制限速度を超えると自動的にブレーキが作動

2つの地上子間の通過時間を検知。速度オーバーならブレーキが作動

列車速度

制限速度

受信機
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各ホーム間および地上へのアクセスを考慮して
エレベーター・エスカレーターを設置します。



踏切集中監視システム

①

②

④

③

①監視カメラ
②支障報知用操作器（非常ボタン）
③放送用スピーカー
④特殊信号発光機



早期地震警報システムの概要

１．地震発生！

2.
気象庁の観測点で得た地震情報を、
専用回線を通じて運輸司令所に配信

3.
運輸司令所内に設置されたシステムが
当社への影響を予測し、
被害ありと判断した場合は、全列車に自動的に通報

4.
運転士は緊急停止の通報を確認し、ただちに列車を
停止

この間、わずか２秒！





任用試験

学科試験、適性検査

運転法規、鉄道車両、鉄道電気、運転理論など

乗務講習、出庫点検、応急処置

鉄道係員考査規則、教育訓練計画に基づき

学科講習

学科試験

技能講習

技能試験

免許証交付

実務審査・
業務考査実施（年１回）

その他教育訓練の実施

追指導実施（３年間６回）

任用試験

学科試験、適性検査

運転法規、鉄道車両、旅客制度など

車掌科指導要目に基づき車掌業務全般

学科講習

学科試験

実務講習

実務試験

追指導実施（１年間２回）

実務審査・
業務考査実施（年１回）

その他教育訓練の実施

鉄道係員考査規則、教育訓練計画に基づき



オペレーション
システム

組織特性人間特性

作業基準、基本動作、
保安装置、安全装置、
安全管理システムなど

安全に関する風土、
職場の雰囲気、
意思決定の方法・役割、
人間関係、評価制度、
職場環境など

能力、コミュニケーション、
体調、疲労、経験、自信、
性格、体力など
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（件）

部内原因

鉄道外原因

災害原因

輸送障害件数
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列車脱線事故

踏切障害事故

鉄道人身障害事故

鉄道運転事故件数
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9

列車衝突事故
列車が他の列車又は車両と衝突し、又は
接触した事故

列車脱線事故 列車が脱線した事故

列車火災事故 列車に火災が生じた事故

踏切障害事故
踏切道において、列車又は車両が道路を
通行する人又は車両等と衝突し、又は接
触した事故

道路障害事故
踏切道以外の道路において、列車又は車
両が道路を通行する人又は車両等と衝突
し、又は接触した事故

鉄道人身障害事故
列車又は車両の運転により人の死傷を生じ
た事故（前各号の事故に伴うものを除く） 

鉄道物損事故
列車又は車両の運転により500万円以上
の物損を生じた事故

（前各号の事故に伴うものを除く）

部内原因 鉄道係員・車両・施設などが原因のもの

鉄道外原因 第三者行為、沿線災害などが原因のもの

災害原因 風害、雷害、倒木など自然災害が原因のもの
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●適切に管理された森林から伐採された木材を原料とするFSC認証紙を使用しています。
●環境負荷の少ない、植物性大豆油インキを使用し、水無し印刷で印刷しています。
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